
佐賀県農地集約協力金事業実施要領 
 

令和５年３月３１日 農経第２７９０号 

  一部改正 令和５年１１月１日 農経第１８１９号 

一部改正 令和６年３月２９日 農経第３３３９号 

一部改正 令和６年５月 ８日 農経第 ３２２号 
 
 

第１ 趣旨 
本県では、農業の担い手が減少し、農地の未利用・低利用さらには遊休農地の増加が懸念さ

れる中、本県農業や地域の持続的な振興を図っていくためには、新規就農者の確保・育成はも

とより、経営力や持続性のある企業や農業法人が、集約された農地で農業参入・規模拡大を行

うといった効率的で稼げる園芸農業等の実践が重要である。 
このため、市町や農業委員会が関係機関・団体や地区の農家等と連携し、企業・法人の参入・

規模拡大や、新規就農者用の園芸団地等向けとして集約した農地の事前確保等を行うため、農

地の中間受け皿となる農地中間管理機構（以下、「機構」という。）を活用して農用地の出し手

となる耕作者等に協力金を交付することにより、農地の集約の取組をより一層促進する。 
 
第２ 事業の内容 
  本事業の事業実施主体、事業内容及び採択要件等は別表のとおりとする。 
 
第３ 事業の実施期間 
  本事業の実施期間は、令和５年度から８年度までとする。 
 
第４ 事業の手続き 

１ 市町長は、本事業を実施しようとする場合は交付対象者及び交付額等の計画を取りま

とめ、別記様式第１号により、知事に実施計画の承認を申請するものとする。 
  なお、実施計画書に添付する誓約書（別記様式第２号）は、交付対象者毎に作成するも

のとする。 
  ２ 知事は、実施計画の内容を審査し、適当と認めたときは、市町長に対しその承認を行う

ものとする。 
  ３ 市町長は、交付対象者から提出された事業実施計画の内容を審査し、適当と認められた

ときは、知事の承認を受けた後、その承認を行うものとする。 
  ４ 市町は、次に掲げる重要な変更については、前各項に準じて、実施計画の変更の手続き

を行うものとする。 
（１）事業の中止又は廃止 

（２）交付対象者ごとの補助金の増を伴う事業内容の追加 

（３）交付対象者ごとの事業費の３０％を超える減 

（４）その他、事業実施の根幹に関わる事業内容の変更 



第５ 県の助成措置 
  県は、予算の範囲内において、別に定めるところにより補助金を交付するものとする。 
 
第６ 関係書類の整備 

交付対象者及び市町は、事業実施年度の翌年度から起算して５年間、関係書類等を整備及び

保存しておくものとする。 

 

第７ 事業実施状況の報告等 

  市町は、事業実施年度の翌年度から５年間、毎年度６月 10 日までに、集約化に関する状況

を確認し、別記様式第３号により知事に報告するものとする。 

 

第８ 農地集約に係る補助金の取扱 
  本事業の補助金が利用権設定等期間内に当該利用権等を解約等したうえで、別に貸付等さ

れた場合であっては、市町や農協等により、引き続き当該農地の担い手とのマッチングに向け

た取組が行われている場合や、速やかに担い手に貸し付け等される場合については補助金の

返還を要しないこととする。なお、該当農用地の出し手の故意により、該当農用地の解約等が

生じた場合は、該当する補助金の返還を要するものとする。 
 
第９ 書類の経由 
  この実施要領に基づき提出する書類は、所轄農業振興センターを経由することとし、その提

出部数は１部とする。 
 
第 10 個人情報の取扱 
  本事業により得られた氏名、住所等の個人情報については、本事業のためにのみ使用し、 

それ以外の目的に使用しないものとする。 
  なお、県における個人情報の取扱については、佐賀県個人情報保護方針で定めるとおりと 

する。 
 
 
附則 
この要領は令和５年３月３１日から施行し、令和５年度事業から適用する。 
 
附則 
この要領は令和５年１１月１日から施行し、令和５年度事業から適用する。 
 
附則 
この要領は令和６年３月２９日から施行し、令和６年度事業から適用する。 
 
 附則 
この要領は令和６年５月８日から施行し、令和６年度事業から適用する。 



別表 

事業実施主体 事業内容 採択要件等 

市町 市町や農業委員会が関係機関・団

体や該当地区の農家等と連携し、

企業・法人の参入・規模拡大や、新

規就農者用の園芸団地等として集

約した農地の事前確保等を目的と

して行う、農地中間管理機構への

中間管理権の設定（中間保有や受

け手への賃借権等の設定）、又は農

地中間管理機構を通じた所有権移

転を行った場合、該当農用地の出

し手となる耕作者等に対し、市町

が補助金を交付する取組 

１対象地区等 

本事業の対象となる地区は、次に掲げるいずれかの地区

とし、園芸振興に資する取組を対象とする。 

（１）「佐賀県農業公社による大規模園芸団地の整備推進

要綱（令和３年８月 31 日付園第 1162 号）」において定義

され、市町等園芸団地運営協議会により大規模園芸団地構

想を策定し、当該整備を行う地区、又は地域園芸団地運営

協議会によりさが園芸 888 運動園芸団地構想を策定し、当

該整備を行う地区 

（２）市町が関係機関・団体と連携し、トレーニングファ

ーム修了生等の就農地の確保や規模拡大志向経営体の規

模拡大用の農用地の確保に取り組む地区 

（３）市町が関係機関・団体と連携し、企業や農業法人等

の農業参入・規模拡大用の農用地の確保・貸付等に取り組

む地区 

 

２対象農用地 

１の対象地区における農業振興地域内農用地区域内の

農地（青地）とし、単筆若しくは複数筆で構成される団地

面積が概ね１ha 以上（中山間地域は 0.5ha 以上）のもの、

又は１の（１）において、園芸団地構想に位置付けられて

いる農用地。 

なお、１の対象地区の（２）及び（３）において、団地

とは、概ね１ha 以上となる単筆若しくは以下のいずれか

に該当する２筆以上の隣接する農地とする。 

 ①畦畔で接続する２筆以上の農地 

 ②農道又は水路等を挟んで接続する２筆以上の農地 

 ③各々一隅で接続する２筆以上の農地 

 ④段状に接続する２筆以上の農地 

 

３交付対象となる農用地 

２の対象農用地のうち、次に掲げる全ての要件を満たす

ものとする。ただし、国の農地集積・集約化等対策事業実

施要綱（平成 26 年２月６日付け 25 経営第 3139 号農林水

産事務次官依命通知）の第３の２の要件を満たす農用地と

して、過去に交付を受けた農用地及び交付の対象となる農



用地を除くものとし、本事業での交付は各筆農用地におい

て一度に限る。 

（１）新たな受け手の確保に向けて農地中間管理機構が中

間管理権を取得した農用地（中間保有や賃借権等の設定を

行った農用地）、又は新たな受け手へ農地中間管理機構を

通じた所有権移転が行われた農用地であること。なお、年

度毎の交付対象となる農用地は、中間管理権等の設定や所

有権移転が、前年度 1 月 1 日から当年度 12 月 31 日まで

に行われた農用地とする。 

（２）土地利用型農業を主とした集落営農組織の法人化に

伴い、当該法人への利用権の設定等が行われる農用地でな

いこと。 

 

４交付対象者 

 ３の農用地の出し手となる耕作者。なお、該当農用地の

耕作者と地権者が異なる場合、いずれも交付対象とするこ

とができるが、これにかかる交付額は耕作者及び地権者双

方の総額を５に定める上限額以内とする。 

 

５交付額 

 以下による定額補助とする。 

 30,000 円/10a 

また、交付対象面積は、各交付対象者の農用地について１

a 単位で算定することとし、全筆を合計し、１a 未満の端

数があった場合には、これを切り捨て、これに上記の金額

を乗じて得た額の市町の総額を補助の限度とし、かつ、１

交付対象者あたりの県費上限額は 500,000 円とする。 

 

 



番　　 　　　号
年　　月　　日

佐賀県知事 様

○○市町長

記

１　令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施(変更)計画　（別記様式第１-１号）

２　詳細別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記様式第１-２号）

３　暴力団に関する誓約書　　　　　　　　　　　　　　　　（別記様式第２号）

（注１）
（注２）

氏　　　　名

別記様式第１号

変更申請の場合は、変更理由を記入すること。
実施要領別表の採択要件等の１の（３）に該当する場合は、地区企
業・法人参入等推進計画を作成し、添付すること。また、実施要領
別表の採択要件等の１の（１）に該当する場合は、園芸団地整備構
想を、同１の（２）に該当する場合は、機構への特例申請一式を添
付すること。

　令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施要領（令和　年　月　日付け農経第　　号）
第●の●に基づき下記関係書類を添えて（変更）申請します。

令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施計画の（変更）承認申
請について



別記様式第１-１号

合計

（注１）実施計画には、対象農用地が採択要件等を満たすことが分かる資料（図面等）を添付すること。
（注２）実施要領に基づき、面積は切捨てにより整数で記載するものとする。
（注３）地区名には、実施要領別表の採択要件等に示す対象地区の名称を記載するものとする。

(注４）耕作者と地権者が異なる場合で、双方に補助金を交付する場合、出し手欄には、地権者の氏名を（　）書きで併記し、備考欄には交付額の
　　　 按分割合および各交付額を記載すること

令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施（変更）計画

番号
耕作者氏名

（地権者氏名）
面　積

(a)
筆　数 備　考地区名 交　　付　　額 （円）



別記様式第１-２号

令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施（変更）計画　詳細別紙
市町名

地区名 市町 大字 字 地番 枝番
面積

(m2)

1 - 1 佐賀太郎 中間保有
1 - 2 佐賀太郎 転貸
1 - 3 佐賀太郎 売買
1 - 4 佐賀太郎（○○○○） 流動化

1 - 5 佐賀太郎（○○○○）

1 - 計 佐賀太郎

2 - 1 佐賀花子
2 - 2 佐賀花子
2 - 3 佐賀花子
2 - 4 佐賀花子

2 - 5 佐賀花子

2 - 計 佐賀花子

3 - 1 佐賀魁星
3 - 2 佐賀魁星
3 - 3 佐賀魁星
3 - 4 佐賀魁星

3 - 5 佐賀魁星（○○○○）

3 - 計 佐賀魁星

総計
（注１）交付対象者ごとに番号をふり、筆ごとに孫番号を設けて記載すること。

番号 孫番号- 備考

出し手の区分
（耕作者、地
権者、耕作者
と地権者が同
一、その他（

））

出し手
（氏名）

受け手の区分
（新規就農者、企
業、農業法人、そ

の他担い手）

（注３）対象農用地の区分には、当該農地が交付対象となった取組を記載すること。なお、「中間保有」の場合、受け手欄の記載は省略するものとし、その他「転貸、売買、流動化」の場合
　　　　は、受け手欄に権利移転後の耕作者氏名を記載すること。

対象農用地の区分
（中間保有、転貸、

売買、流動化）

（注４）備考欄には、対象農用地の権利移転に係る「農用地利用集積等促進計画」または「農用地利用集積計画」のいずれかを記載し、公告日を併記すること。
　　　　また、当該計画の写し（公告）を添付すること。

（注２）耕作者と地権者が異なる場合で、双方に協力金を交付する場合、出し手欄には、地権者の氏名を（　）書きで併記すること。また、協力金の按分割合を備考欄に記載すること。

対象農用地

土地の所在地

受け手
（氏名）



別記様式第２号

１

２

（収支等命令者）
様

〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕

（ふりがな）

〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕

（注１）　氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の自署を付記し、法人代表
者の氏名を記名とすることができる。

（注２）　申請者が法人の場合にあっては、担当部署の責任者 及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡先を確認することがで
きる書面を添付すること。ただし、他の方法により申請の確認を行うことができる場合は、この限りでない。

氏名

生年月日 （明治、大正、昭和、平成）　　年　　月　　日

　県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。なお、内容確認のた
めに佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。この様式に記載された個人情報は、佐賀県農地集約協力金事業に関する事務の目
的を達成するため及び誓約事項の確認のために使用します。

　１の（２）から（７）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人で
はありません。

令 和 年 月 日

佐賀県知事

住所

（５）　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団
の維持運営に協力し、又は関与している者

（６）　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

（２）　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員を利用している者

暴力団に関する誓約書

　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
　また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意
します。

記

　自己又は組織の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）



別記様式第３号

佐賀県知事　　　　様

○○市（町）長　　　　氏名　

（注）添付書類は別紙のとおり
　　　・事業実施状況報告総括表（別記様式３-１号）

番　　　　　　　　号
令和　　年　　月　　日

令和　年度佐賀県農地集約協力金事業の事業実施状況について

　佐賀県農地集約協力金事業実施要領第７の規定に基づき、関係書類を添えて報告
します。



別記様式第３-１号

令和　　年度佐賀県農地集約協力金事業実施状況報告書 市町名

事業実施状況等

地区名 市町 大字 字 地番 枝番
面積

(m2)

1 - 1 佐賀太郎 中間保有 中間保有
1 - 2 佐賀太郎 転貸 転貸
1 - 3 佐賀太郎 売買 売買
1 - 4 佐賀太郎（○○○○） 流動化 流動化
1 - 5 佐賀太郎（○○○○）

1 - 計 佐賀太郎

2 - 1 佐賀花子
2 - 2 佐賀花子
2 - 3 佐賀花子
2 - 4 佐賀花子
2 - 5 佐賀花子

2 - 計 佐賀花子

3 - 1 佐賀魁星
3 - 2 佐賀魁星
3 - 3 佐賀魁星
3 - 4 佐賀魁星
3 - 5 佐賀魁星（○○○○）

3 - 計 佐賀魁星

総計
（注１）集約の状況が分かる図面等を添付すること。

基本情報

対象農用地の現況
（中間保有、転貸、

売買、流動化）

実施状況報告

受け手
（氏名）

土地の所在地

対象農用地の区分
（中間保有、転貸、

売買、流動化）

受け手
（氏名）

受け手の区分
（新規就農、企

業、農業法人、そ
の他担い手）

番
号

- 孫番号
出し手

（氏名）

対象農用地



（別紙様式） 
 
 
 
 
 

●●市町〇〇地区企業・法人参入等推進計画 
 
 
 
 
 

令和 年 月 日策定 
〇〇市町 

 
 
 



 
 

１ 体制と役割 
機関等名 役割 

〇〇市町 
農業委員会 
JA○○ 
○○農林事務所 
〇〇地域振興センター 
地区農業者等 

総括、参入者の確保、農地の確保・交渉、基盤整備、補助事業の申請 
農地の確保・交渉 
参入者の確保、農地の確保・交渉、技術・販売指導 
補助事業に関する支援 
技術指導に関する支援 
農地の利用権等の提供 等 
 

 
 
２ 企業・法人の参入等を推進する（した）目的 

本市町の●●地区では、高齢化等により、担い手数が減少している。特に、中山間地を中心に農地の遊休化が進んでおり、平成●年には遊休 1 号農地が
●ha であったものが、令和●年には遊休 1 号農地が●ha に拡大している。こうした中、将来に渡り、農業・農村を持続的に発展させていくためには、「稼
げる農業」を展開し、それを実践する担い手を見て、新たな担い手が続いていくような好循環を生み出す必要がある。特に、企業等の参入については、持
続性のある農業経営はもとより、地区の振興を含めた効果が期待できるが、本市町ではまだその事例がない。 

一方で本市町では、年間●件の新規参入相談や企業参入相談を受けており、令和●年●月からは、株式会社●から本市町内において、園芸事業を拡大す
る意向を受け、協力して農地の探索を行っており、地域も一体となって農地の提供に取り組むこととし、具体的な農地の候補も選定されているところであ
る。 

こうしたことから、必要な基盤整備を行うなど、当該農地への参入に備えるとともに、当該農地は●ha と広大であり、本市町として次に続く企業への
働きかけを行うため、佐賀県農地中間管理機構による農地の中間保有も含めた取組を進めるものである。 

 
 
 

※記入例 



３ 中間保有等の計画概要 
地区名 〇〇地区第１園芸団地 
候補農地（対象農地）名 ○○市○○大字○○1-1、1-2 他〇筆 
農地面積 3.0ha 
対象品目 施設いちご 
候補地の現状 ・既に耕作者・地権者と交渉済みであり、新たな担い手が確保できた場合、確実に借入が可能である 

・農地売買等特例事業を通じて売買 
・農地中間管理事業を活用した機構による転貸 
・農地中間管理事業を活用した機構による一括した中間保有 

農地の中間保有中の保全管理者及び管理方法 近隣地区の（農）◎◎営農組合が保全管理を行う。 
 

計画の実施が困難になった場合及び計画の変更
が必要になった場合の対応 

関係機関・団体と連携し、新たな受け手の確保に努める 
（新たな受け手への転貸が困難になった場合は、地元の○●営農組合で耕作を行う）など 

※対象品目は決定している場合は記載すること 
※対象筆ごとに取扱が異なる場合は、任意様式で補足説明を添付すること 
 
４ 受け手（参入者）の確保・支援 

項目 内容 
受け手（参入者）の確保方
法 

当市町は独自に企業・法人への訪問を行っており、市町ＨＰにも令和●年●月からは、農業参入セミナーを開催し、参入者
の確保を行っていく。 

受け手（参入者）参入予定
者 

令和〇年度の入植者：●●株式会社●●● 

受け手（参入者）に対する
支援（技術面、生活面） 

〇〇地区いちご部会の会員として各種研修会に参加してもらう。また、ＪＡ及び普及センターが定期的に巡回指導する。 



※参入者に対する支援は、様々な参入予定者があることを踏まえ、あらかじめ対応を想定している内容を記載すること。 
 
 
５ 添付資料 
□周辺図 
□企業・法人等参入推進活動のスケジュール（最大 5 年間の参入者が入植するまでの間を記載。） 
□その他必要な資料 
 
 


